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まずはグローバルビジネスの状況についてご説明する。
本資料のマーケット状況は全てガートナーレポートから引⽤している。
ガートナーのITマーケットの定義は、ITコンサルティングからソフトウェアの
開発、運⽤、BPO等までを含み、ハードウェアは含まないITサービスのマー
ケットである。

2020年度のマーケット規模は左のグラフの通りであり、仮に1ドル100円とし
て計算すれば、⽇本円で107兆円超となる。内訳は43％がNorthAmerica,27%が
Europeであり、⽇本は11％である。

右側の棒グラフはマーケットの伸び率であるが、当然のことながらChinaおよ
びAPACは伸び率が⾼く、Latin America,North AmericaおよびEuropeも依然⾼
い伸び率を⽰している。
ITサービスプロバイダーにおいてNTTデータはGlobal Top5に⼊りたいという
⽬標を掲げているが、NorthAmerica,Europe,JapanでTOP5に⼊らない限りは、
Global TOP5にはなれない。
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現在、ガートナーレポートではNTTデータはマーケットシェアが6位となってい
るが、このグラフは静的に2020年のランキングを⽰したものであり、本来は年
度単位で⽐較しなければならないものである。
数年前と⽐べるとIBMが下がり、Accenture、Deloitte、Amazon、PwC、EYと
いったコンサルティング系の会社が伸びてきている。
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このグラフはNTTデータの売上⾼に占める上位10カ国を⽰したものである。
⻘い棒グラフが当社の売上⾼を⽰しており、パーセントで記載した数字は各国
のITマーケットにおける当社の占有率である。

当社は各国でマーケット占有率2％をターゲットにしており、2％を超えるとそ
の国においておおよそ10位以内に⼊ってくる。
2％を超えているのは、⽇本、スペイン、イタリアである。
グラフには表⽰されていない、上位10位未満の国においては、チリ、ペルー、
トルコ、タイなどがシェア2%を超えている。
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このグラフはNTTデータの売上⾼の上位10カ国における、2020年の各国のIT
マーケットの伸び率と、当社の売上⾼の伸び率を⽰している。
当社の伸び率はマーケットの伸び率とほぼ同じであるが、マーケットより⼤き
く伸びたのはイタリアだ。
なお、ブラジルは、当社は例年並みの伸び率だったがマーケットの伸び率が沈
んだことにより、⼤きく上回ったように⾒えている。
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続いて北⽶分野の事業についてご説明する。

北⽶分野におけるお客様の業種はグラフに⽰す通り、Public,Health
Care,Finance&Insurance,Manufacturingのバランスがとれている。
なお、北⽶分野の対象となる国と地域は北⽶を拠点とするお客様の地域であり、
スライドに⽰す通りとなっている。
どちらかと⾔えば英語圏のお客様が多くなっている。
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これは第1四半期の決算説明会で説明した資料であるが、北⽶事業においては
2020年度に160億円を使って構造改⾰を⾏っている。
構造改⾰を実施した理由は後で説明するが、⼀⾔で⾔うと順調に進んでいる。
個⼈的には、思っていた以上に成果が上がってきているように捉えている。
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着⽬すべき点はデジタルへの取り組みであり、デジタルシフトの進捗状況と、実
際にデジタル案件の受注、売上が伸びているかが皆さんの関⼼事項であると思
う。
我々がフォーカスしているのは、図の左上に⽰すようにクラウドへのトランス
フォーメーション、アプリケーションのモダナイゼーション、クラウド上におい
て動作するアプリケーション、データインテリジェンス、データを使ったAI、コ
ンサルティングである。
昨年と⽐べると、明らかにデジタル関連の事業に従事するメンバーが増えてお
り、北⽶事業のメンバーの半分以上を占めている。
また、デジタルにフォーカスすることで利益を向上させる⼀⽅で、売上も上がっ
ているのかを気にされると思うが、これはCovid-19（以下、Covid）の流⾏前後の
状況を踏まえて考えなければならないものだ。
当社だけではないが、アメリカではCovidの流⾏以前から公共分野を除いて案件規
模が⼩ぶりになり、サービスインするまでの時間が短くなり、かつ、契約期間も
短くなってきていた。
以前のように⼤型案件の契約が複数発⽣する状況ではなく、⼩さくてもデジタル
関連案件が主流となりつつあり、それがCovidの影響で加速している。
我々は利益を上げようとしているため、昔ながらの⼤型案件はお客様からの価格
低減要求も強く、ハードウェアも多く組み合わせるような案件であり、現在はほ
とんど実施していない。
パイプラインのミックスによりデジタル化で利益を向上させながら売上も上げる
ことに取り組んでいる。
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そのような取り組みの中でデジタル⼈財が⼀番重要になってくる。
そのため、過去２年間でFlux7、Acorio,Hashmap,Nexientの4社の買収を⾏っ
た。
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また、先ほどのM&Aによる⼈財調達に加え、⼈財のリスキルを⾏っている。
半分以上のメンバーがデジタルに従事していると述べたが、M&Aで新しく約
700⼈ほど新たに加⼊しており、それ以外にも2000⼈以上のデジタル⼈財を育
てている。
わかりやすい例としては、テネシー州のNashvilleにイノベーションデリバリー
センターを作っている。Nashvilleは⽇本の⼤⼿⾃動⾞メーカーや⼤⼿ゴム製品
メーカーの北⽶本社がある地域であり、よい⼤学も複数あることからデジタル
⼈財が集まりやすい地域だ。
右上の写真は今年、テネシー州の現地の⽅も招いて実施したオープニングセレ
モニーのものだ。
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デジタルビジネスへの取り組みのもう⼀つの例はアメリカで有数の⼤⼿銀⾏の
案件だ。
この銀⾏は2年前、Covid流⾏前に2⾏の合併によりできた銀⾏である。
銀⾏にはお客様が⾃前ですべてデジタル化を実施するスタイルの銀⾏と、パー
トナー企業とデジタル化を進めるスタイルの銀⾏があるが、この銀⾏は後者
で、パートナーと⼀緒にやろうという銀⾏だ。
先述の2⾏が対等合併をしており、同社のデジタルトランスフォーメーションへ
向けた取り組みを我々がコンサルティングから⼊ってサービス提供している。
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皆さまもすでにご認識の通りと思うが、収益性改善のため、利益率の低い案
件・エリアは取捨選択している。
昔から実施していた⼈材派遣系の事業と、陳腐化してきている保険関係のパッ
ケージソフトウェア事業は今期に売却した。
これらにより今年度で約220億円のビジネスが無くなることになるが、逆の⾔
い⽅をすれば、事業の取捨選択をして伸びるところに⼒を注ぐ取り組みは予定
通りに進んでいる。
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第1四半期の決算説明会においては受注のみが前年度を下回っていたこともあ
り、利益率の改善を進める⼀⽅で⼤型案件の獲得動向が気になる声もあると思
うが、直近では、7⽉1⽇に⼤⼿ホスピタリティ企業から100ミリオンドル以上
の案件の受注を獲得している。
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北⽶今年度のEBITA７％達成を⽬指しているが、第1四半期の実績では6％と
なっており、着実に進捗している。
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続いてEMEA・中南⽶の事業についてご説明する。

EMEA・中南⽶には⼤きな2つの会社がある。
1つはNTT DATA EMEALであり、アメリカ同様にEMEA・中南⽶の⼤企業であ
るFortune500レベルの顧客獲得を狙う会社である。
お客様の業種はBanking、Industry,Telecom,Public&Health,Insuranceとバラン
スよく獲得できている。

この9⽉14⽇に旧Everisと旧NTT DATA EMEAの統合も実施しており、今後更に
ヨーロッパとラテンアメリカのお客様を中⼼に伸ばしていく。
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もう1社はNTT DATA Business Solutions（旧itelligence）である。どちらかと
⾔えば中⼩企業向けに、SAPに特化したコンサルティングから保守までを実施
するグローバルな会社であり、30か国以上で事業展開している。

EMEA・中南⽶セグメントの業績はこれら2つの会社の合計の数字を合算した
ものとなっている。
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こちらの資料は第1四半期の決算説明会でご提⽰したものだが、構造改⾰につい
ては、アメリカでは前述のとおり2020年に150億円以上を投⼊したが、ヨー
ロッパはそれ以前より実施しており、その成果が出始めている。
アメリカと異なりヨーロッパは1つの国ではなく、国によって取り組み内容が異
なる。
更に⾔うと、ドイツなどはアメリカと違い組合・ユニオンがあるため、⼈財の
⼊れ替えを伴う構造改⾰を⼀挙に実施できないこともあり、少し時間をかけて
取り組んでいるが、その進捗は順調と認識している。
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アメリカと同じようにデジタル化の取り組みを⾏っている。
国ごとの違いはあるものの、アメリカよりもEMEA・中南⽶のほうが、当社の
コンサルティング、およびデジタルへのシフトは進んでいた。Covidの影響に
より世界的にデジタルシフトが加速しているが、EMEA・中南⽶においては
Covid流⾏以前より当社がデジタルシフトを進めていたためである。
⼀番の⼤きな課題は、アメリカと同様になるが、デジタル⼈財をどのように
キープし、惹きつけることができるかである。
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お⽰ししているのはヨーロッパ・中南⽶のデジタルへの取り組み事例である
が、ヨーロッパは⾔語が違うこともあり、どのように若⼿を惹きつけるかが1番
重要な課題である。
SNSやソーシャルメディアを使って、NTTデータの魅⼒を発信しないと当社に
は⼊社してこない。また、⼊社したあとのキャリアパスに魅⼒を感じないと若
い社員は⼊社してくれないため、様々なプログラムに取り組んでいる。
どのように⼊社してもらうか、⼊社後のキャリアパスをどうするかを解決する
ために、様々な取り組みを、Covidの影響もあり、リモートで⾏っている。
1番上⼿くいっている国はスペインであり、同国のLinkedIn上ではNTTデータが
1番⼊社したい会社となっている。
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⼀⽅でデジタル関連のビジネス状況についてだが、お⽰ししている例はEUの公
共機関からデジタルトランスフォーメーション案件を獲得したものであり、規
模は5年間で約300ミリオンユーロの案件だ。
我々は前述のとおりEMEALという1つの会社に統合したが、ヨーロッパユニオ
ンはヨーロッパにある会社にしか発注しない、データもヨーロッパ域内から出
してはいけない、ソフトウェア開発もヨーロッパの中で⾏うという特性があ
る。
元々旧Everisは、スペイン語圏で強かったが、EMEAにはルーマニアが含まれて
おり、本件はルーマニアのリソースを⽤いて獲得できた案件だ。
統合により１つの会社となったことで上⼿くいった例である。
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こちらはRenfeというスペインの鉄道会社から受注を獲得した例だ。
この会社はMaas（モビリティ・アズ・ア・サービス）として、鉄道だけでなく、
鉄道利⽤後のレンタカー利⽤なども含めた様々な⼀体型サービスの提供に注⼒
しようとしているが、当社はコンサルティングから⾃治体への導⼊までを獲得
している。

25



ご案内のとおり、4⽉に海外の地域統括会社をNTTデータブランドに統合し
た。
また、9⽉14⽇にEverisとNTT DATA EMEAを統合してNTT DATA EMEALを設
⽴しており、今後は１つの会社としてヨーロッパとラテンアメリカのお客様に
サービスの提供を⾏っていく。
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EMEALの今年度のEBITAは3％、調整後では5％となる。
調整後というのは、前述のブランド統合に伴うロゴ合わせや、事業会社統合後
も引き続き実施する構造改⾰にかかる費⽤を調整するものだ。これらの費⽤2％
分を調整し、5％となる。
第1四半期の実績は4％と順調に進捗しているが、事業計画を上回る形で今年度
着地させたいと考えている。
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